
重点プロジェクト①：将来を見据え人を育み、活かすまちづくり【市民力】 

 
●基本構想 
【施策の方向性】 
人口減少を悲観せず、規模が縮小していくなかでも、本市における市民の暮らしや営みが、いき
いきと誇らしいものであるためには、市民の工夫に満ちた向上心あふれる営みが重要になります。 
  市民がもつ潜在能力を最大限に活かし、その市民力を発揮できる場が数多く存在することで、
まちが活力にあふれ、市民はもちろん、本市を訪れる人々にとっても、角田市が魅力的なまちにな
るよう、人材育成や活躍できる環境の整備を重視し、取り組んでいきます。 
 

 

●基本計画 
【基本目標】 
     市民が地域の課題について主体的に考え取り組む行動力（市民力）を活かし、様々な主体
と連携・協働することにより、まちの魅力を高め、地域課題の解決と担い手の確保が図られる
仕組みづくりに取り組むとともに、市民と行政が一体となってまちづくりを推進することで、
「市民が主役のまちづくり」を目指します。 

【数値目標】 
  １．角田市民であることを誇りに思う市民の割合  

令和１３年度：50％ （現状： －％、中間年 令和８年度：40％） 
○シビックプライド※１が向上することで、ボランティア、地域活動、住民同士のコミュニケーシ
ョンが活発になり、地域コミュニティが活性化されるため、市民力を図る指標として設定 

○ｱﾝｹｰﾄ結果 行政全体の満足度：34.0％、暮らしやすい：61.1％、住み続けたい：60.4％ 
 

  ２．市内の NPO法人数  
令和１３年度：９法人 （現状：6法人、中間年 令和８年度：７法人） 

      ○市民力が醸成され、市民同士の連携が深まることで、自主的な地域課題解決のために
NPO法人が設立されることを見込むもの。 

      ○前期 5 年で１法人、後期 5 年で 2 法人、現状の NPO 法人数や他団体の目標値（名
取市：10年間で＋3法人）を踏まえて＋３法人として設定。 

 
  ３．市民提案型まちづくり事業実施回数  

令和１３年度：10 回 （現状：－回、中間年 令和８年度：5回） 

      ○提案のあった事業案をテーマとしたワークショップを実施し、事業案をブラッシュアップし
た上で事業の提案（申請）を受け付け、実施の可否について判断を行う想定のため、事
業実施までに時間を要することを考慮し、１年に１事業と見込むもの。 

 

 
【施策の内容】 
１．主体的活動市民の育成・支援 

市民が主役のまちづくりを目指し、あらゆる分野において多様な主体による市民活動を促
進し、市民の活躍の場を広げるため、課題に応じたワークショップを開催し、誰もが気軽にま
ちづくりに参加できる環境づくりを推進することで、まちづくりへの参画意欲の醸成を図ると
ともに、市民をはじめとする多様な主体の連携を創出し、活動をステップアップするための支

援や活動しやすい環境づくりを進めるとともに、まちづくりを担う人材の育成や発掘に取り組
みます。 

 

【資料 2－3】基本計画における重点プロジェクト 
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    （１）地域資源活用型人材育成事業 

          本市に数多く存在する地域資源を活かすため、課題に応じたワークショップを開催す
ることで、誰もが気軽にまちづくりに参加できる環境づくりを推進するとともに、地域資源
を活かすために市民の英知を結集させ、本市の魅力を再発見するとともに、参加する市
民をはじめとする多様な主体の連携を創出し、市民力の醸成及び発揮できる環境づく
りを行います。 

 
（２）市民提案型まちづくり事業への助成・支援 

          市民からの提案による多様な主体が連携して実施するまちづくり事業の募集を行い、
市民から提案のあった事業案をより完成度の高いものと仕上げることで、より実効性の
ある事業に育て、当該事業に対し、市が費用の一部を補助し、事業の実現を推進しま
す。 

 
    （３）主体的な活動を行う市民の育成・支援 
        ①（仮）市民活動支援センター※２の設立 
            多様な主体による市民活動のステップアップのための支援や活動しやすい環境づ

くりを行い、活躍の場を広げ、市民活動を促進するため、（仮）市民活動支援センタ
ーの設立を進めます。 

        ②かく大學 
            「誰しもが先生であり生徒」というコンセプトに基づき、角田市内全部をキャンパス

として、多様な対話やつながりへのきっかけづくりを行い、市民の自由な学びの場を
創出することで、地域課題の解決や地域の活性化に向けた市民による主体的な活
動を支援します。 

        ③芸術・文化活動の推進 
            世代を問わず、市民力を活かした創作活動や発表の場を創出し、市民による様々

な芸術文化活動を推進するために、かくだ田園ホールを活用し、多様な芸術文化に
触れる機会の創出を図ります。 

 
  2．地域の担い手不足対策・地域の担い手の多様化 
       関係人口創出の取組みとして、角田市出身者や角田市に関心を寄せている方々との関

係を構築・発展させ、角田市民だけでなく、関係人口も含めた多様な主体が連携して少子
高齢化・人口減少に伴う地域課題の自立的な解決や地域の活性化につなげるために協働
できる仕組みづくりを行います。 

 

    （１）関係人口創出事業 
          角田市の持つ地域特性を活かし、その魅力を市外に発信することで、角田市を知り、

角田市と関わる人を増やします。角田市そのものや、角田市での活動に興味を持つ人を
増やす仕組みづくりを行うことで、関係人口の創出を行います。 

 
    （２）多様な主体による地域活動への参画 
          設立された NPO 法人※3や企業等の多様な主体と様々な地域活動を結び付ける仕

組みづくりを行うことで、角田市民だけでなく、多様な主体による地域活動への参画を
促します。 

 
  3．女性の活躍推進 
      男女が互いに尊重し合い、性別に関係なく互いの個性や能力を十分に発揮できるよう、意

識啓発事業等を積極的に展開するとともに、様々なテーマの講座やワークショップを継続的
に実施することで、家庭や地域、企業等における男女共同参画※4意識の醸成を図り、まちづ
くりや社会における様々な場面での女性の活躍できる環境づくりを推進します。 
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    （１）女性活躍のための意識醸成・環境づくり 

          様々なテーマの講座やワークショップを継続的に実施することで、家庭や地域、企業
等における男女共同参画意識の醸成を図り、まちづくりや社会における様々な場面での
女性の活躍できる環境づくりを推進します。 

 
 
  4．将来を担う若い世代の育成 
      地元企業をはじめとする多様な主体との連携による知識・技能の習得や探求的な学習を
推進し、確かな学力の定着を図るとともに、幼児期から郷土の歴史、文化、自然、産業などに
触れる体験学習等を通して、郷土への愛着や誇りを育む教育を推進します。また、家庭・地
域・学校の連携協力を積極的に推進するとともに、家庭や地域における教育力の充実を図る
ことで、将来を担う子どもたちを地域社会全体で支えていく環境の整備を進めます。 

 
    （１）幼児教育から小学校・中学校・高等学校を通した「（仮）地域探求プログラム」の実施 
         将来を担う世代の「知りたい」気持ち（探求心）を刺激し、地域を知ることで郷土愛を

醸成するとともに、地域での活動を通した実体験に基づく若い世代の市民力の醸成を
推進します。 

 
    （２）オープンファクトリー※5による地元企業・JAXA と学校との連携事業 
         将来を担う世代が、地元企業・JAXA の技術や取組みを学ぶ環境づくりを行うことで、

地域の持つ魅力を知り、郷土への愛着や誇りを持つことができる仕組みづくりを行いま
す。 

 

 
【以下、重点プロジェクト整理のための参考資料】 

施策 ねらい 効果 影響・展開 事業案 所管課 

主体的活動
市 民 の 育
成・支援 

○市民力の醸

成 

○シビックプラ

イドの醸成 

○市民力発揮

の環境づくり 

○まちづくりへ

の参加意識の

醸成 

○まちづくりに

積極的な市民

の増加 

○地域社会や

まちづくりへの

関心の高まり 

○参加者同士

の連携・団体の

形成 

○市民活動支

援センター設立 

○NPO 法人設

立 

○多様な主体

による多様なま

ちづくり事業展

開 

①課題に応じた

ワークショップ 

②市民活動支

援センター設立 

③市民提案型

まちづくり事業

（補助事業） 

④かく大學 

①全ての課（ま

ち政補助） 

②まち政 

 

③まち政、事業

関係課 

 

④生涯学習 

地域の担い
手 不 足 対
策・地域の
担い手の多
様化 

○関係人口の

創出と連携 

○地域の担い

手の多様化 

○地域社会の

担い手の確保・

多様化 

○地域活動へ

の参加促進・活

発化 

○角田市への

関心・愛着の高

まり 

○定住・移住意

向の増加 

○ふるさと納税

者との継続的な

つながりの創出 

①関係人口創

出事業 

 

②多様な主体と

地域活動を結

び付ける仕組み

づくり 

①まち政、財政

（ふる納）、事業

関係課 

②まち政 

女性の活躍
推進 

○まちづくりに

積極的な女性

の活躍推進 

○男女の隔たり

の無いまちづく

り 

○まちづくりに

積極的な女性

の増加 

 

○女性ならでは

の視点による新

たなまちづくり

の展開 

①講座・ワーク

ショップの継続

開催 

①まち政、生涯

学習 

分
野
別
施
策
記
載
内
容 

分
野
別
施
策
記
載
内
容 

－ 3 －



 

※1 シビックプライド 

      「郷土愛」や「まち自慢」とは異なり、「ここをよりよい場所にするために自分自身がかかわっている」

という当事者意識に基づく自負心を指す。 

 

※２ （仮）市民活動支援センター 

      市内のボランティアや市民活動をしている団体の活動を支援するための施設。施設内には、事務室

のほかに各種団体が印刷・製本等ができる作業室や会議室を備え、団体活動の支援を行っており、運

営主体は市町村により異なる。 

 

※３ NPO法人 

      ボランティア活動をはじめとする市民の自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発

展を促進することを目的として制定された特定非営利活動促進法に基づき、法人格を付与された特

定非営利活動を行う団体の総称（Non-Profit-Organization）。 

 

※4 男女共同参画（社会） 

      男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画

する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することが

でき、かつ、共に責任を担うべき社会（男女共同参画社会基本法第２条） 

 

※5 オープンファクトリー 

      つくり手が活動し、モノをつくりだしていく現場を公開し、来場者（お客様）に体験してもらう取り組み。

普段は他者を招き入れることのない仕事現場を公開し、交流を行うことで、自社製品や仕事に対する

生の声や新たな気づきを得ることができ、子どもたちや後継者にモノづくりや地域の魅力を伝え、地域

全体の結びつきを強めるとともに、新しい観光・エンターテイメントとしての利活用も期待される。 

将来を担う
若い世代の
育成 

○地域へ関心

を持つ子どもの

増加 

○学校との連

携の強化 

○企業・JAXA

との連携強化 

○郷土愛、シビ

ックプライド、市

民力の醸成 

○学ぶ意識の

醸成による学力

向上 

○定住意向の

向上 

○U ターン率の

向上 

○地元就職率

の増加 

○生産年齢人

口の減少の鈍

化 

○企業・JAXA

との連携強化に

よるシナジー効

果 

①（仮）地域探

求プログラム 

 

 

②オープンファ

クトリー 

①教育総務、生

涯学習、子育て

支援、まち政、事

業関係課 

②商工観光、教

育総務、まち政 
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重点プロジェクト②：ともに生き、活かし合うまちづくり 【地域共生】 

●基本構想 
 
【施策の方向性】 
これからのまちづくりにおいては、人口が減少していくなかで、老年人口が増加し、2040 年
には生産年齢人口を上回ることが予想されており、高齢者だけでなく、若年層や働く世代など
全ての世代において、人口減少による影響が懸念されるため、広い意味での共生や共助の精
神がより重要になります。 
多様な日常生活上の支援体制の連携・充実を図り、地域の支え合いを公的に支え、共助を
公助することを通して、市民の生活と地域参加を支援していきます。 

 

●基本計画 
 
【基本目標】 
市民が元気でいきいきと暮らすため、きめ細かな行政サービスの提供を図るとともに、子ども
を生み育てやすい環境づくりに向け、妊娠前から子育て期までの切れ目のない子育て支援施
策の充実を図りつつ、高齢者や障害のある人でも住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられ
るよう、医療・介護・福祉サービス等の充実や社会参加の促進を図り、誰もが当事者意識を持
って支え合い、助け合う地域福祉活動の活性化を目指します。 
また、地域住民自らによる地域課題の解決に向け、多様な主体と連携してまちづくりを進め
るため、市民や市民団体、民間企業等の参画と協働を一層促進し、その拠点となる自治センタ

ーの機能強化を図ります。 
 
 
【数値目標】 
1．地域に相談できる相手や場所が、家族・自宅以外にあると回答した市民の割合   
令和１３年度：70％ （現状値：-、中間年：R8年 60％） 

    ○地域包括ケアシステムの充実や、自治センターの地域づくりの拠点化による市民同士
の交流や支え合いを促進することにより、地域で相談できる人の増を見込み指標に選
定するもの。 

 
2．この地域で子育てをしたいと思う親の割合（健やか親子 21指標）  

令和１３年度：93.3％ （現状値：89.6％、中間年 令和 8年度：91.4％） 
    ○厚労省が定める母子保健に関する計画である「健やか親子 21」のうちの１指標。国、

県との比較ができ、地域に根付いた子育てを推進することから、指標に選定するもの。
目標値は宮城県の 2019 年の数値であり、県内平均まで引き上げることを目標として
いる。 

 
3．地域医療体制の充実に対する市民の満足度  
令和１３年度：50％ （現状値：34.8％、中間年：R8年 40％） 

    ○第５次長期総合計画における市民アンケートにおいて重要度は高いものの、満足度が
低い施策であり、第６次長期総合計画においても医療体制の充実により満足度の向上
を目指すため、指標に選定するもの。 
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【施策の内容】 

1.地域共生社会※１・地域包括ケアシステム※2の確立 
市民一人ひとりのより良い暮らしと生きがいのある地域づくりを実現するため、地域生活
における様々な課題・困りごとを把握するための仕組みづくりに取り組み、制度や行
政分野を超えた横断的な連携を図るとともに、多様な主体が連携することで、地域課題等を
解決し、地域共生社会の実現を目指すうえで、超高齢化社会を迎えるにあたり、最優先課題
として、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、住まい・医療・介護・生活支援が
一体的にサービスを提供できる地域包括ケアシステムの体制を整えます。 

 
2.地域活動の活性化・つながりの強化 
少子高齢化・人口減少に対応しつつ集落の機能を維持し、大人も子どももみんなが集
える居場所とするため、地域に密着した「まちづくりの拠点」として自治センターの機能を強

化し、地域防災や担い手不足等を含めた地域の課題に対し、市民が主体的に取り組める仕
組みの構築を目指します。また、そのような課題の解決のため、人、地域などの多様な主体同
士がつながり、支え合うことで地域活動の活性化を図とともに、市民の誰もが安心して暮ら
すことができる地域づくりを促進します。 

 
3.子育て支援の充実 
社会環境が変化する中においても、若い世代が希望通りに妊娠・出産し、子育てができる
よう、子育て世代の経済的負担の軽減を図るとともに、市民が子育てについて理解を深め、
家庭、教育・保育施設、学校、事業者や行政機関などが相互に協力・連携することで、親は安
心して働き、子どもは安全に遊べる環境や子育てサポート体制の充実を図ります。また、子育
てに不安や悩みを抱えた家庭が孤立することがないよう、子育て世代包括支援センターの充
実及び子ども家庭総合支援拠点の整備・充実を図りつつ、妊娠前から子育て期までの切れ

目のない支援を行います。 
 
4.持続可能な医療体制の推進 
「重点支援区域」として医療機能の再編統合を検討すべき区域に指定されている仙南医
療圏が、将来にわたり持続的かつ安定的な医療提供体制を確保し、市民が安心して医療を
受けられる体制の整備・充実を図るとともに、市民が安心して子供を産み、育てられるよう産
科・小児科医療の誘致に取り組みます。また、疾病等の一次予防の推進を図りつつ、元気で
自立した生活を目指し、地域での自主的な介護予防・健康づくりを推進します。  

 
【以下、重点プロジェクト整理のための参考資料】 

施策 ねらい 効果 影響・展開 事業案 所管課 

地域共生社
会・地域包括
ケアシステム
の確立 

○包括的・総合

的な相談支援体

制の確立（ワンス

トップ化） 

○市民全員が自

分らしく暮らせる

地域へ 

○分野や制度

にとらわれない

行政サービス

の提供体制 

○サービス機

会の均等 

○高齢者が役

割や生きがい

をもって生活で

きる 

○時代に即し

て変化する行

政サービス需

要への対応 

○社会から孤

立しない生活 

①生活支援コ

ーディネーター

による地域課

題把握 

②地域共生社

会の確立 

③地域包括ケ

アシステムの確

立 

④老人クラブ・

シルバー人材

センターによる

高齢者の役割・

生きがいづくり 

①地域包括支

援センター、ま

ちづくり政策課 

 

② ・③地域包

括支援センタ

ー 、健康長寿

課、社会福祉

課、子育て支援

課 

④ 健 康 長 寿

課、地域包括

支援センター 
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※1 地域共生社会 

      制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて地域住民や地域の多様な主

体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民

一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会 

 

※2 地域包括ケアシステム 

      2025 年（令和 7 年）を目途に、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な

限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、住まい・医療・介

護・予防・生活支援が一体的に提供される地域の包括的な支援・サービス提供体制を構築するもの 

市民活動の
活性化・つな
がりの強化 

○地域課題解決

のため主体的に

取り組む市民の

育成 

○地域コミュニ

ティの核としての

自治センター 

○地域課題の集

約 

○地域で支え合

う仕組みづくり 

○地域の憩い

の場、課題解決

のためのパイプ

役としての自治

センター 

○地域ででき

ることの拡大、

できないことの

把握 

○地域コミュニ

ティの活性化 

○連携のとれ

た地域 

①自治センター

の拠点化（地

区振、地域の行

事 関 係 に 特

化） 

②自治センター

への生活支援

コーディネータ

ーの設置 

③地方創生関

係事業による

地域活動の活

性化 

①まちづくり政

策課 

 

 

 

②まちづくり政

策課、地域包

括支援センター 

 

③まちづくり政

策課、事業関

係課 

子育て支援

の充実 

○安心して妊娠・

出産・子育てが

できる環境整備 

○働きながら子

育てができる環

境整備 

○周産期医療の

充実 

○企業・地域

社会での現代

の子育てへの

理解 

○子育てへの

不安の解消 

○子育て世代

から選ばれる

角田市へ（子

育て世代の転

入増及び転出

抑制） 

①切れ目のな

い子育て支援 

 

②給食費、保

育料の無償化

（検討事項） 

③周産期医療

体 制 の 確 保

（病院への働き

かけ） 

①子育て支援

課、生涯学習

課、図書館 

②学校給食セ

ンター、子育て

支援課 

③ 健 康 長 寿

課、子育て支援

課 

持続可能な
医療体制の
推進 

○安心して医療

を受けられる体

制の確保 

○フレイル予防 

○産科・小児科

の誘致 

○仙南圏域で

の持続的・安定

的な医療体制

確保 

○予防による

医療費減や介

護負担減 

○住民の定着 

○Uターン率の

向上 

○健康寿命が

延びる 

①仙南圏域で

の医療体制の

確保（中核病

院への働きか

け） 

②産科・小児

科の誘致 

③疾病、介護

予防のための

健康づくり（ウ

ォーキング事業

含む） 

①健康長寿課 

 

 

 

 

②健康長寿課 

 

③ 健 康 長 寿

課、まちづくり

政策課、生涯

学習課 
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重点プロジェクト③ ： 地域資源を活かすまちづくり 【地域資源フル活用】 

●基本構想 
 
【施策の方向性】 
本市には、魅力的な地域資源がたくさんあり、それらの魅力を引き出し、連携・協力すること
で、さらなる賑わいの創出が図れるとともに、地域経済の好循環を生み出します。 
本市の産業を守り育てるとともに、既存施設の計画的な利活用を図り、さらに、人、企業、施
設の連携を推進することで、本市の新たな魅力を引き出していきます。 

 

●基本計画 

 

【基本目標】 
 新たな産業用地を造成し企業誘致を推進するとともに、高齢化や担い手の減少を補完するＩ
ＣＴを活用したスマート農業技術の導入支援や、地域資源とのマッチングを図った創業支援を
行うなど、雇用の場の確保と地場産業の活力向上に資するまちづくりを行います。 
また、住み続けたい、訪れたいと思われるまちをつくるため、道の駅を含めた K スポの更なる
有効活用による、食とスポーツを通じた健康増進や人々が集える場を提供するとともに、日々
の暮らしに必要不可欠な、地域公共交通の利便性向上と、災害に備えたまちづくりなどを行
い、安心でき居心地の良い魅力的な地域を目指します。 
 

【数値目標】 

  １．暮らしやすいと思う市民の割合  
令和１３年度：70％ （現状：61.1％（2020 年度）、中間年 令和８年度：65％） 
○産業振興、道の駅を核とした賑わいの創出による地域経済の活性化、雇用機会の確
保、公共交通システムの存続、災害対策など、市民が暮らしやすい環境整備の成果を
図る指標として設定。 
○市民アンケート調査において、「とても暮らしやすい」「どちらかといえば暮らしやすい」
と回答した人の合計の割合が、現状の 61％から１０年間で約 9％上昇することを想

定。 
 
  ２．誘致企業数（累計）  

令和１３年度：4社 （現状：0社（2021 年度）、中間年 令和８年度：2社） 

      ○新たな産業用地の造成や廃校等の既存施設の有効活用等による企業誘致の推進及
び雇用機会の確保などの取組みの成果を図る指標として設定。 

      ○造成する産業用地及び廃校等の既存施設の規模や誘致に要する期間等を考慮し、前
期、後期ともに誘致企業２社を想定。 

 
  ３．交流人口  

令和１３年度：180 万人 
（現状：１，０７２，９３５人（２，０２０年度）、中間年 令和８年度：170 万人） 

     ○道の駅を核とした賑わいの創出や需要に応じた二次交通の提供、スポーツによるまち
づくりの推進によるスポーツ交流の促進などの取組みの成果を図る指標として設定。 

     ○新型コロナウイルス感染症拡大の影響なども考慮し、前期期間中に感染症の影響が少

なかった令和元年度並みにまで回復させることを想定し、令和８年度で１７０万人、後期
期間中はさらに拡大させることを見込み、令和１３年度で 180万人と設定。 

 
 
 

－ 8 －



 
【施策の内容】 

1.農業の振興と担い手の確保 
農林業の生産性向上と、農業従事者の高齢化や担い手の減少を補完するため、ＩＣＴを
活用したスマート農業※1技術の導入を支援し、農作業における省力化と農業経営の効率化
を推進するとともに、地域資源を活用した所得と雇用機会の確保を図るため、世代間の事
業継承と意欲ある新規就農者の就農支援に取り組み、農村地域の活力の維持と担い手の
確保に努めます。 
また、農業・農村の有する多面的機能の維持と発揮を促進するため、グリーンツーリズム※

２の推進や、農地・森林資源の有効活用と保全に取り組み、交流人口や関係人口の増加と
荒廃農地の発生抑制に努めます。 

 
2.地域資源を活用した創業支援と企業誘致 
豊富な地域資源を活用した６次産業化を含む創業の支援と創業意欲の喚起を推進する
ため、ビジネススクールの開催や伴走型支援の実施など、多様なサポート制度の充実を図
り、女性や若者、高齢者が活躍できる環境の整備を図るとともに、新たな就業環境を創出す
るため、産業用地造成や廃校舎の利活用など企業立地や就業環境を整備し、地域密着型
の企業誘致を戦略的に推進します。 

 
  3.公共交通システムの存続と多様な輸送資源の活用 

人口減少と高齢化により変わりゆく交通需要への柔軟な対応を可能とするため、スクー
ルバスの活用も視野に入れた地域交通の構築に努めるとともに、阿武隈急行線の存続の
ため、利用促進事業の展開による利用者の確保及び需要に応じた二次交通の提供により
市外からの来訪者の移動を支援し、減少傾向にある鉄道利用者数の回復を目指します。 

 
  4.道の駅を拠点とした地域経済の活性化 

道の駅かくだを交流拠点として情報発信・地域連携を推進し、地域の特色ある観光資源
等を活かした農業体験ツアーなど、各種ツーリズム事業の展開により賑わいを創出するとと
もに、道の駅の「食」とＫスポの「スポーツ」を通じて「健康」をテーマとした連携を図りなが
ら、街中への波及効果と地域経済の活性化を図ります。 

 
  5.既存施設の有効活用 

既存施設を地域づくりや新たな産業・雇用創出等の核として有効活用するため、地域・行
政・民間事業者等が連携して利活用策を検討することはもとより、地域コミュニティの拠点
や企業誘致・起業支援の候補地等として活用できるようハード・ソフト両面での環境整備を
行うほか、マッチングイベントやホームページ等を活用した積極的な情報発信等により、地域
コミュニティや地域経済の活性化を図ります。 

 
  6.スポーツによるまちづくり※３ 

スポーツにより明るく楽しく健康で活力あるまち（アクティブシティかくだ）の実現を目指す
ため、スポネットかくだの活動を支援することでKスポを拠点とした「する・みる・ささえるスポ
ーツ」を推進するとともに、「日常における身体活動」も推進することで、スポーツの振興に
加え、スポーツによる地域課題の解決（元気な子の育成、健康増進・医療費削減、地域コミ
ュニティの活性化、関係人口の拡大等）を図ります。 

 
  7.災害に備えた安全・安心なまちづくり 

令和元年東日本台風による災害の教訓を踏まえ、角田市防災・減災構想※4 に基づき、浸
水被害に対する防災・減災のハード対策を計画的に進めます。 
また、大規模化・多様化する災害に対応するため、災害対応・防災におけるＩＣＴの利活用
による迅速で正確な災害等情報の発信に努めるとともに、「自ら命を守る行動」ができる防
災教育の推進と防災活動の中心となる自主防災組織の活性化を図り、持続可能な地域防
災体制の強化を推進します。 
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【以下、重点プロジェクト整理のための参考資料】 

施策 ねらい 効果・影響・展開 事業案 所管課 

農業の振興と

担い手の確保 

○農業従事者の高

齢化や担い手の減

少を補完 

○農林業の生産性

の向上 

○地域資源を活用

した所得と雇用機

会の確保 

○農業、農村の有

する多面的機能の

維持と発揮 

○農作業における

省力化と農業経営

の効率化 

○農村地域の活力

の維持 

○担い手の確保 

○交流人口、関係

人口の増加 

○荒廃農地の発生

抑止 

①生産から流通ま

での ICT の導入に

対する補助金の交

付や情報の提供 

②新規就農希望者

に対する相談窓口

の一本化と、補助

金の交付 

③体験型交流事業

等の開催支援 

④多面的機能支払

交付金の交付 

⑤森林経営管理制

度を活用した、市が

行う森林管理 

①農林振興課 

 

 

 

②農林振興課 

 

 

 

③農林振興課、商

工観光課 

④農林振興課 

 

⑤農林振興課 

地域資源を活

用した創業支

援と企業誘致 

○創業による地域

経済の活性化 

○創業意欲の喚起 

○就業機会と労働

環境の創出 

○新たなビジネス

モデル（新産業）の

構築 

○商店街の活性化 

○地域資源の活用 

○女性や若者、高

齢者の活躍 

○新たな特産品の

開発 

○空き店舗・工場

の活用 

○廃校舎の利活用 

○定住人口及び税

収の増加 

○新たな需要・設

備投資創出 

○企業の誘致 

○雇用の創出 

○UIJ ターンの増

加 

①創業希望者を対

象としたビジネスス

クールの開催及び

伴走型支援の実施 

②創業に向けた家

賃・設備等への補

助 

③ワンストップ相談

窓口の設置 

④企業立地奨励金

の拡充 

⑤産業用地造成に

よる新たな産業の

集積 

⑥廃校舎への企業

誘致 

⑦商工業団体への

補助 

①商工観光課 

 

 

 

②商工観光課 

 

 

③商工観光課 

 

④商工観光課 

 

⑤商工観光課 

 

 

⑥商工観光課、財

政課 

⑦商工観光課 

公共交通シス

テムの存続と

多様な輸送資

源の活用 

○阿武隈急行線の

存続 

○交通需要に合わ

せた交通システム

の提供 

○阿武隈急行線利

用者の維持 

○阿武隈急行線の

運行継続 

○新規利用者の増

加 

○高齢者の免許返

納率の増加 

○交流人口の増加 

①宮城・福島両県

及び沿線自治体と

協調した阿武隈急

行線利用促進事業

の実施 

②宮城・福島両県

及び沿線自治体と

協調した阿武隈急

行㈱への財政支援 

③運賃助成事業、

各種イベント列車の

運行 

④デマンド型乗合

タクシーの周知 

①まちづくり政策課 

 

 

 

 

②まちづくり政策課 

 

 

 

③まちづくり政策課 

 

 

④まちづくり政策課 
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⑤スクールバス活

用の検討 

⑥各種イベント時の

シャトルバスの運行 

⑤まちづくり政策

課、教育総務課 

⑥まちづくり政策課 

道の駅を拠点

とした地域経

済の活性化 

○地域観光資源の

活用 

○地域の元気を創

る地域活性化の拠

点 

○情報発信、地域

連携の推進 

○にぎわいの交流

拠点を中心とした

地域経済の活性化 

＜スポーツ連携＞ 

○道の駅かくだとＫ

スポがスポーツを

通して連携すること

による地域活性化 

○交流人口の増加 

○出荷者の所得向

上 

○中心市街地の活

性化 

○経済の活性化 

○UIJ ターンの増

加 

○新たな特産品の

創出 

＜スポーツ連携＞ 

○道の駅かくだの

恒常的な賑わい創

出 

○市民のスポーツ

の振興 

○交流人口の拡大 

①農業体験ツアー

等の企画 

②マイクロツーリズ

ム等の企画 

③レンタサイクルの

充実 

④新規イベントの開

催・商品の開発 

⑤SNS を活用した

情報発信 

＜スポーツ連携＞ 

⑥健康づくりの拠

点化 

⑦幼児遊びの拠点

化 

⑧大会等による賑

わいの拠点化 

①商工観光課、農

林振興課 

②商工観光課 

 

③商工観光課、まち

づくり政策課 

④商工観光課 

 

⑤商工観光課、生

涯学習課 

 

⑥生涯学習課、健

康長寿課 

⑦生涯学習課、子

育て支援課 

⑧生涯学習課 

既存施設の有

効活用 

○既存施設を地域

資源として有効活

用し、地域づくりや

新たな産業・雇用

創出等の拠点とす

ることにより、地域コ

ミュニティや地域経

済の活性化を図る。 

○地域コミュニティ

の維持 

○誘致企業の増加 

○就業者・起業者

の増加 

○移住・定住の促

進 

○税収増・歳出削

減 

①地域住民との対

話やワークショップ

の開催等 

②企業誘致等の促

進に向けた関係例

規の整備 

③コワーキングスペ

ース等へのリノベー

ション及び創業支

援事業と連携した

スタートアップ支援

等 

④マッチングイベン

トへの参加、サウン

ディング型市場調

査の実施及びホー

ムページ・SNS 等

への情報掲載 

①まちづくり政策課 

 

 

②商工観光課、総

務課、教育総務課 

 

③商工観光課 

 

 

 

 

 

④財政課 

スポーツによる

まちづくり 

○スポーツにより明

るく楽しく健康で活

力あるまち(アクティ

ブシティかくだ）を

目指す。 

○（公財）笹川スポ

ーツ財団との連携

事業として取組ん

でいる地域スポー

ツ運営組織「スポネ

○スポーツの振興 

○スポーツによる地

域課題の解決（元

気な子の育成、健

康増進・病気予防、

地域コミュニティの

活性化、交流人口

の拡大、関係人口

の拡大） 

○スポネットかくだ

①ライフステージに

応じたスポーツ活

動の推進 

②地域に夢と活力

をもたらすスポーツ

交流の促進 

③誰もが快適に親

しむことができるス

ポーツ環境の整備 

①生涯学習課、健

康長寿課 

 

②生涯学習課、まち

づくり政策課 

 

③生涯学習課、都

市整備課 
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※１ スマート農業 

      ロボット、AI（人工知能：Artificial-Intelligence）、IoT（モノのインターネット：Internet-of-

Things）などの先端技術を活用する農業。農作業に作業の自動化、情報共有の簡易化、データの活

用による経営高度化等の効果を期待するもの。 

 

※２ グリーンツーリズム 

      緑豊かな農村地域において、その自然、文化、人々との交流を楽しむ、滞在型の余暇活動であり、そ

れを通じて、農村で生活する人も農村を訪ねる人も「最高のクオリティライフ」を享受できるもの。 

 

※３ スポーツによるまちづくり 

      （公財）笹川スポーツ財団と角田市包括連携協定を締結し、スポーツを通して地域課題の解決に取

り組み、個人の健康や自己実現の追求のみならず、「能動的」で「健全」な地域社会の確立を目指す

もの 

 

ットかくだ」の活動

を支援することで、

市民、団体、企業等

と連携し持続可能

で発展的な活動を

目指す。 

の活動支援をとお

して、重点プロジェ

クト①市民力、②地

域共生も推進 

災害に備えた

安全・安心なま

ちづくり 

○災害時の人的被

害の最小化 

○被害に対する迅

速な対応 

○的確で迅速な情

報発信 

○防災意識を高

め、災害リスクと取

るべき行動を確認

し、災害時には自

助・共助により、住

民自ら命を守る最

善の行動をとれるよ

うにする。 

○避難場所の確保  

○常備消防力の強

化と非常備消防力

の充実 

○民間及び広域的

な災害協力体制の

充実 

○適確で迅速な災

害情報等の発信 

①防災・減災構想

に基づくハード対策

の推進 

 

②自主防災組織

（行政区）毎の地区

防災計画の作成 

③各家庭における

マイ・タイムラインの

作成 

④小・中学校、高等

学校における 

防災講話・防災教

育の徹底 

⑤自主避難所・避

難場所等の確保 

⑥防災資機材の整

備 

⑦消防団員の確保

と消防備品・施設

の整備 

⑧災害協力体制の

確保 

⑨ICT の利活用に

よる災害等情報の

発信 

①防災安全課、都

市整備課、農林振

興課、上下水道事

業所 

②防災安全課 

 

 

③防災安全課 

 

 

④防災安全課、教

育総務課 

 

 

⑤防災安全課 

 

⑥防災安全課 

 

⑦防災安全課 

 

 

⑧防災安全課 

 

⑨防災安全課 

－ 12 －



※４ 角田市防災・減災構想 

      令和元年東日本台風（台風第１９号）による記録的な大雨等により発生した災害の復旧・復興に向

けた復旧工事等を進めるとともに、洪水による家屋浸水被害が集中した住宅密集地や河川等近接地

を被害発生原因毎に分類した７地区（小田・裏町地区、左関地区、岡・江尻地区、江尻谷津前地区、野

田地区、枝野地区、神次郎地区）について浸水被害発生要因を検証し、また、今後の大雨等による浸

水被害に対するハード対策を検討し、その方向性を示すことにより計画的に対応するために策定した

もの。 
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関係人口とは？ 

「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様に関わる人々を指す言葉です。 

地方圏は、人口減少・高齢化により、地域づくりの担い手不足という課題に直面していますが、地域によっては若者を中心に、変化を生み出す人材

が地域に入り始めており、「関係人口」と呼ばれる地域外の人材が地域づくりの担い手となることが期待されています。 

 

 

【資料 2-3】の補足資料（総務省「関係人口ポータルサイト」より抜粋） 
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